
文化庁における日本語教育施策

平成２６年度文化庁日本語教育大会

平成２６年８月２９日（金）

文化庁文化部国語課

課長 岸本 織江

国内の日本語学習者数等の推移

※文化庁調べ（各年11月1日現在）

○平成25年末現在で，在留外国人数は約207万人となり，我が国人口の約1.6％を占める。
○国内の日本語学習者数は，長期的には増加傾向にあり，平成25年には，平成2年と比較して倍増の約16万人。
平成23年は東日本大震災の影響等により約4万人減少したものの，その後回復の兆しを見せている。

※H２３までは外国人登録者数，H２４以降は在留外国人数。

いずれも法務省調べ（各年末現在）

在留外国人数の推移

国内の日本語学習者数等の推移
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国・地域別の日本語学習者数

（上位20か国・地域）

○国内の日本語学習者数16万人のうち，8割をアジア地域の出身者が占める。
○国・地域別では，中華人民共和国が6万9千人と最も多く，ベトナム，大韓民国，ネパールと続く。

平成25年11月1日現在※出典：文化庁「国内の日本語教育の概要」

出身地域別の日本語学習者数

外国人に対する日本語教育の推進－国内における日本語学習者について－
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審議会における検討

○日本語教育コンテンツ共有化推進事業
日本語教育に関する教材等を共有し，横断的

に利用できる「ＮＥＷＳ」を運用するとともに
コンテンツの充実を図る

○日本語教育推進会議等

・日本語教育推進会議
（参加団体）２８団体，下記の７府省

・日本語教育関係府省連絡会議
（参加府省）内閣府，総務省，法務省，外務省，

文科省，厚労省，経産省

○地域日本語教育実践プログラム
・「標準的なカリキュラム案」等に準拠した取組
「標準的なカリキュラム案」等に準拠し，地
域の実情に応じた日本語教育の実施，人材の養
成及び教材の作成を支援

・地域資源の活用・連携による総合的取組
地域の文化活動・市民活動等に外国人の参加
を促しつつ日本語教育を実施する取組や，日本
語教育に関する地域における連携体制を構築・
強化する取組等を支援

○地域日本語教育コーディネーター研修
日本語指導者に対する指導的な立場を果たす

ことが期待される者等を対象に研修を実施

○地域日本語教育の総合的な推進体制の構築
に関する実践的調査研究

○日本語教育研究協議会
「標準的なカリキュラム案」等を相互に有効
に活用する方法を解説したハンドブックを活用
し，全国４か所で協議会を開催

○都道府県・市区町村等日本語教育担当
者研修

○文化審議会国語分科会日本語教育小委員会における検討
｢生活者としての外国人」に対する日本語教育について，①「標準的なカリキュラム案｣(平成２２年５月)，②「カリキュラム案活用のためのガイドブック｣(平成２３年１月)，③

「教材例集｣及び④「日本語能力評価｣(平成２４年１月)，⑤「日本語指導力評価｣(平成２５年２月)を取りまとめ。［平成２５年度以降，周知・活用を図る。］
また，日本語教育小委員会の下に設置した課題整理に関するワーキンググループにおいて，⑥「日本語教育の推進に向けた基本的な考え方と論点の整理について(報

告)｣(平成２５年２月)を取りまとめ。同報告で整理した論点について意見やデータを収集・整理しし日本語教育小委員会において⑦「日本語教育の推進に当たっての主な論

点に関する意見の整理について（報告）」（平成２６年１月）を取りまとめ。

具体的な事業の実施

「生活者としての外国人」のための
日本語教育事業

省庁連携日本語教育基盤整備事業

日本語教育研究協議会等の開催

外国人に対する日本語教育の推進

条約難民及び第三国定住難民に対して，定住
支援策として日本語教育を外部に委託して実施
平成26年度は，パイロットケース事業終了後
の受入体制等の検討のため，日本語能力及び日
本語学習実態調査を定住後の第三国定住難民に
対し実施

○日本語教育に関する実態調査

日本語教育実施機関・施設等に関する実態を

把握するための調査を実施

○日本語教育の総合的な推進に向けた調査研究

日本語教育小委員会での１１の論点の検討結果

を踏まえた日本語教育を推進する調査研究を実施

日本語教育に関する調査及び調査研究

条約難民及び第三国定住難民に
対する日本語教育

（平成2５年度予算額 ２１６百万円）
平成2６年度予算額 ２１２百万円

（25年度予算額 164百万円）
26年度予算額 155百万円

（25年度予算額 34百万円）
26年度予算額 40百万円

（25年度予算額 5百万円）
26年度予算額 8百万円

（25年度予算額 4百万円）
26年度予算額 4百万円

（25年度予算額 9百万円）
26年度予算額 5百万円



地域日本語教育コーディネーター
研修 （東西２か所）
一定の経験を有し，日本語教育

プログラムの編成やその実施に必
要な連携・調整に携わっている者
を対象に必要な能力について理解
を深め，その向上を図ることを目
的に研修を実施。

審議会報告・成果物の提供
文化審議会国語分科会が取りまと

めた報告・成果物の提供を行う。
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地域日本語教
育の総合的な
推進体制の構
築に関する実
践的調査研究

○地域資源の活用・連携による
総合的取組
地域の文化活動・市民活動等に

外国人の参加を促しつつ日本語教
育を実施する取組や，日本語教育
に関する地域における連携体制を
構築・強化する取組等を行う。

○「標準的なカリキュラム案」等
の活用による取組
「生活者としての外国人」に対す

る標準的なカリキュラム案等を活用
し，地域の実情・外国人の状況に応
じた以下の取組を行う。

〈日本語教育の実施〉
〈人材の育成〉
〈教材の作成〉

地域日本語教育実践プログラム（Ａ） 地域日本語教育実践プログラム（Ｂ）

（想定される取組例）
・子育てや防災の取組との連携

・自治体の部局，関係機関・団体，
企業等からなる協議会の設置 等

成果の
普及

事例の収集，カリ
キュラム案等の
検証・改善

調
査
研
究

教材例集

日本語指導力
評価について

本事業の範囲

民間シンクタンク等

「生活者としての外国人」のための日本語教育事業
（平成2５年度予算額1６４百万円）
平成2６年度予算額1５５百万円



＜参考＞ 

 
平成２６年度「生活者としての外国人」のための日本語教育事業 

地域日本語教育実践プログラムの概要 
 

１．本事業の目的 

日本国内に居住している外国人等が日常生活を営む上で必要となる日本語能力

等を習得できるよう，各地の優れた取組を支援し，日本語教育の推進を図ることを

目的とします。 

 

２．事業内容 

（１）地域日本語教育実践プログラム（Ａ） 

①日本語教室の実施，②日本語教育を行う人材の養成・研修の実施，③日本語

教育のための学習教材の作成の全てを組み合わせて実施する優れた取組を支援

します。 

実施に当たっては，文化審議会国語分科会で取りまとめた「生活者としての外

国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案について等（※）を活用す

ることとしています。 

（２）地域日本語教育実践プログラム（Ｂ） 

地域の創意に基づき，多様な機関等との連携・協力を図り，「生活者としての

外国人」に対する日本語教育の体制整備を推進する，①関係機関等の連携・協力

を推進する検討体制の整備，②多様な機関等との連携・協力に基づく日本語教室

の実施，③取組の成果の発信及び住民の日本語教育への理解の促進，④その他，

これらに類するものの中から複数を組み合わせ（取組のいずれか一つ以上に必ず

日本語教室の実施を含む）実施する優れた取組を支援します。 

 

３．支援対象 

本事業の対象となるのは，次の（１）から（３）のいずれかの要件を満たす団体

です。 

（１）都道府県又は市区町村（それぞれ教育委員会を含む。） 

（２）法人格を有する団体 

（３）法人格を有しないが，次の①から④の要件を全て満たしている団体 

  ① 定款又は寄付行為に類する規約等を有すること。 

  ② 団体の意思を決定し，執行し，代表する組織を有すること。 

  ③ 自ら経理し，監査する等会計組織を有すること。 

  ④ 団体の活動の本拠としての事務所を有すること。 

 

※ 「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案について等とは，

文化審議会国語分科会で取りまとめた以下のものをいいます。 
①「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案について 
②「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案 活用のための

ガイドブック 
③「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的なカリキュラム案 教材例集 
④「生活者としての外国人」に対する日本語教育における日本語能力評価について 
⑤「生活者としての外国人」に対する日本語教育における指導力評価について 



平成26年度「生活者としての外国人」のための日本語教育事業
地域日本語教育実践プログラム（Ａ）採択団体

NO. 都道府県 市町村 実施機関名
代表者
職名

代表者名

1 北海道 札幌市 ＳＩＬ札幌日本語学校 代表 島　治美

2 千葉県 松戸市 聖徳大学 学長 川並　弘純

3 東京都 品川区 社会福祉法人さぽうとにじゅういち 代表理事 吹浦　忠正

4 東京都 台東区 株式会社インターカルト日本語学校 代表取締役 加藤　早苗

5 東京都 千代田区 九段日本文化研究所・日本語学院株式会社 代表取締役 細野　祐二

6 東京都 港区 株式会社アーク教育システム 代表取締役 梶浦　淳代

7 東京都 港区 公益社団法人国際日本語普及協会 理事長 宮﨑　茂子

8 東京都 町田市 特定非営利活動法人日本ペルー共生協会 理事長
パラシオス

パウロフスキー
アルベルト

9 神奈川県 川崎市 社会福祉法人青丘社 理事長 斐重度

10 神奈川県 横浜市 ＮＰＯ法人多文化共生教育ネットワークかながわ 理事長 高橋　徹

11 石川県 金沢市 公益財団法人　石川県国際交流協会 理事長 中西　吉明

12 静岡県 浜松市 静岡県ベトナム人協会 会長 山田　明

13 静岡県 浜松市 特定非営利活動法人フィリピノナガイサ 理事長 中村　グレイス

14 静岡県 浜松市 特定非営利活動法人日本語教育ボランティア協会 理事長 河合　世津美

15 愛知県 名古屋市 株式会社三惠コンサルティング 代表取締役 三上　憲一

16 大阪府 豊中市
特定非営利活動法人国際交流の会とよなか
（ＴＩＦＡ）

理事長 葛西　芙紗

17 大阪府 大阪市 特定非営利活動法人多文化共生センター大阪 代表理事 田村　太郎

18 大阪府 吹田市 公益財団法人吹田市国際交流協会 理事長 小川　勉

19 兵庫県 神戸市 特定非営利活動法人実用日本語教育推進協会 理事長 髙畑　笙子

20 岡山県 総社市 総社市 市長 片岡　聡一

21 広島県 東広島市 公益財団法人東広島市教育文化振興事業団 理事長 木村　清

22 徳島県 徳島市 徳島県 知事 飯泉　嘉門

23 福岡県 福岡市 学校法人中村英数学園 理事長 中村　登

24 佐賀県 小城市 佐賀県日本語学習支援“カスタネット” 代表 貞松　明子

25 熊本県 熊本市 熊本県立大学 理事長 五百旗頭　真

26 沖縄県 那覇市 学校法人南星学園　サイ・テク・カレッジ那覇 理事長 遠山　英一



平成26年度「生活者としての外国人」のための日本語教育事業
地域日本語教育実践プログラム（Ｂ）採択団体

NO. 都道府県 市町村 実施機関名
代表者
職名

代表者名

1 北海道 札幌市 公益財団法人札幌国際プラザ 代表理事 中田　博幸

2 宮城県 石巻市 NPO法人国際支援地球村 理事長 梶原　美佳

3 栃木県 小山市 株式会社　きぼう国際外語学院 代表取締役 竹内　靖

4 群馬県 前橋市 国立大学法人　群馬大学 学長 髙田　邦昭

5 埼玉県 さいたま市 地球っ子クラブ２０００ 代表 高柳　なな枝

6 千葉県 千葉市 公益財団法人千葉市国際交流協会 理事長 石井　俊昭

7 東京都 港区 株式会社アルーシャ 代表取締役 岩瀬　香奈子

8 東京都 豊島区 学習院大学 学長 福井　憲彦

9 東京都 文京区 特定非営利活動法人ＰＥＡＣＥ 理事長 マリップ・センブ

10 神奈川県 大和市 特定非営利活動法人　かながわ難民定住援助協会 会長 櫻井　ひろ子

11 神奈川県 川崎市 特定非営利活動法人　教育活動総合サポートセンター 理事長 佐々木　武志

12 神奈川県 横浜市 ＮＰＯ法人ＡＢＣジャパン 理事長 橋本　秀吉

13 石川県 小松市 小松市国際交流協会 会長 綾　美寿恵

14 長野県 長野市 長野県 知事 阿部　守一

15 長野県 駒ヶ根市 駒ヶ根市 市長 杉本　幸治

16 長野県 松本市 松本市 市長 菅谷　昭

17 長野県 飯田市 飯田市 市長 牧野　光朗

18 岐阜県 可児市 ＮＰＯ法人　可児市国際交流協会 理事長 豊島　正治

19 岐阜県 可児市 可児ミッション 運営委員長 野村　潔

20 静岡県 浜松市 一般社団法人ブリッジハートセンター東海 代表理事 山城　ロベルト

21 静岡県 浜松市 一般社団法人グローバル人財サポート浜松 代表理事 堀　永乃

22 静岡県 磐田市 磐田国際交流協会 会長 髙塚　勝久

23 静岡県 沼津市 ふじのくに多文化共生ネット 代表 高澤　啓子

24 静岡県 浜松市 公益財団法人浜松国際交流協会 代表理事 宮川　勇

25 静岡県 浜松市 学校法人　ムンド・デ・アレグリア学校 理事長 松本　雅美

26 愛知県 名古屋市 一般財団法人　名古屋ＹＷＣＡ 代表理事 永山　峯子

27 愛知県 名古屋市 公益財団法人　愛知県国際交流協会 会長 神田　真秋

28 愛知県 豊橋市 特定非営利活動法人　フロンティアとよはし 理事長 河村　八千子

29 愛知県 名古屋市 国立大学法人名古屋大学 総長 濱口　道成

30 愛知県 犬山市 特定非営利活動法人　シェイクハンズ 代表理事 松本　里美

31 三重県 津市 公益財団法人三重県国際交流財団 理事長 内田　淳正

32 三重県 津市 特定非営利活動法人　日本ボリビア人協会 代表理事 山田　ロサリオ

33 京都府 京丹後市 京丹後市国際交流協会 会長 藤村　益弘

34 京都府 京都市 公益財団法人　京都府国際センター 理事長 尾池　和夫

35 大阪府 大阪市 おおさか識字・日本語センター 会長 森　実

36 大阪府 豊中市 公益財団法人とよなか国際交流協会 理事長 松本　康之

37 兵庫県 神戸市 特定非営利活動法人　神戸定住外国人支援センター 理事長 金　宣吉

38 兵庫県 神戸市 公益財団法人神戸ＹＷＣＡ 理事長 平山　芳子

39 広島県 広島市 広島市役所 市長 松井　一實

40 広島県 福山市 福山市 市長 羽田　皓

41 沖縄県 那覇市 ＮＰＯ法人　沖縄国際人材支援センター 理事長 仲田　俊一



○平成２１年１月 【日本語教育小委員会報告書】
「日本語教育の充実に向けた体制整備と「生活者としての外国人」に対する日本語教育の内容等の検討」
⇒ ・コーディネート機関・人材が必要。
・日本語教育のコーディネート機能を自治体等の本来業務として位置付け，それを担う人材をできる限り
常勤職員として配置することが重要である。

○平成２２年度より，地域日本語教育コーディネーター研修を実施。
「地域日本語教育のデザイン」を行うキーパーソンを育成。

１．背景

背景・
課題

２．地域日本語教育コーディネーター研修（Ｈ26年度）について（１）
①研修の目的

・地方公共団体，国際交流協会，地域の日本語教室等で日本語教育
プログラムの編成や日本語教育プログラムの実施に必要な地域の関
係機関との調整に携わっている者等を対象に「地域日本語教育コー
ディネーター」に必要な能力について理解を深め，その向上を図る
ことを目的とした研修を開催する。

地域日本語教育コーディネーターの役割

問題把握・課題設定 地域日本語教室の現状及び問題の把握と課題の
設定

ファシリテーション 課題解決のプロセスの可視化による活動の推進

連携（ネットワーク） 組織内外の調整や地域・組織・人の力をつなぐ
ことによる協働の推進

リソースの把握・活用 日本語教育のリソースの把握と課題に応じた適
切な活用

方法の開発 「生活者としての外国人」に適した日本語教育
の方法の開発

背景・
課題

②研修の対象者・定員

（i）地方公共団体，国際交流協会，地域
の日本語教室等で日本語教育プログラムの
編成に携わっている者

かつ，以下の条件を満たす者（東西各20名）

次の（i），（ii）のいずれかに該当し，

（ii）日本語教育プログラムの実施に必要
な地域の関係機関との調整に携わっている
者

地域日本語教育に関する経験３年以上を有
し，地方公共団体（都道府県及び市区町村
（教育委員会を含む）），国際交流協会，
又は社会福祉協議会が推薦する者。

地域日本語教育コーディネーター研修①

（i）
【東日本地域】
平成２６年１１月５日（水）
～６日（木）

【西日本地域】
平成２６年１０月２２日（水）
～２３日（木）

・コーディネーターの役割に関
する講義，地域における日本
語教育の実践事例報告，日本
語教室の運営や教室活動を
考える演習などを行い，実践
活動で取り組む課題を設定す
る。

（ii）
【東日本地域】
平成２６年１１月～平成２６年
３月（約４か月）
【西日本地域】
平成２５年１０月～平成２６年
３月（約４か月）

・受講者それぞれの地域で研
修Ⅰで設定した課題に基づ
き，実践活動を行う。

（iii）
【東日本地域】平成２７年３月１３日（金）
【西日本地域】平成２７年３月６日（金）

・実践活動の結果を踏まえ，その成果や課題
について発表・検討を行う。

実践活動

研修Ⅰ

研修Ⅱ

※演習・実践・発表のプロセ
スを通じて，相互に学び合い，
コーディネーターの役割につ
いて理解を深め，その向上を
図る。

２．地域日本語教育コーディネーター研修（Ｈ26年度）について（２）
③研修の内容・期間

・研修は，（i）研修Ⅰ（講義及び演習），（ii）実践活動，（iii）研修Ⅱの三部構成。研修
Ⅰを１０月（西日本地域）及び１１月（東日本地域）に開催し，約３か月間の実践活動
の後，その成果を研修Ⅱで発表・共有（ポスターセッション形式）し，今後の実践につ
なげる。

④研修の主催，場所等

主催

開催地

経費等

文化庁

東日本地域：東京
西日本地域：大阪

本研修の受講は無料とす
るが，研修受講に要する
旅費，滞在費等は受講者
の負担とする。

地域日本語教育コーディネーター研修②



平成25年度予定額 ３４百万円
（平成24年度予算額 ３２百万円）

難民対策連絡調整会議
（平成１４年８月７日発足）
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受託団体〔平成26年度〕

（公財）アジア福祉教育財団難民事業本部

条約難民・
第三国定住難
民の定住支援

条約難民

「難民の地位に関する条約」(昭和56年条約第21号)に定義された難民の要件(※)に該当し，「出入国管理及び難民認定法」(昭和26年政
令第319号)によって認定された者。
(※)人種、宗教、国籍若しくは特定の社会的集団の構成員であること又は政治的意見を理由に迫害を受けるおそれがあるという十分に理由のある恐怖を有するため
に、国籍国の外にいる者であって、その国籍国の保護を受けることができないもの又はそのような恐怖を有するためにその国籍国の保護を受けることを望まない者。

第三国
定住難民

難民キャンプ等で一時的な庇護を受けた難民を，当初庇護を求めた国から新たに受入れに合意した第三国に移動させることを
第三国定住による難民の受入れと言い，これにより受入れる者。自発的帰還及び第一次庇護国への定住と並ぶ難民問題の恒久
的解決策の一つとして位置付けられている。
（他に，米国，オーストラリア，カナダ，スウェーデン，ノルウェー等が受入れを行っている。）

効果

○難民の受入れ・定住促進による国際社会の一員としての責任の
遂行（※日本は昭和56年に「難民の地位に関する条約」，昭和57年に
「難民の地位に関する議定書」に加入，第三国定住難民の受入れはア
ジア初。）

○多文化共生の地域社会の形成

政府の難民に対する定住支援体制

定住支援体制

1

難民の定住先の自治体と連携を
図りながら継続的に日本語を学習
できるよう、地域の実状に応じた
日本語教育の支援体制を構築する

日本語教育プログラム（572時間）
日本への定住に必要とされる
最低限の基礎日本語能力の習得
○6か月コース（1日6コマ昼間開講)

入

国 定住支援施設における
定住支援プログラム

定住支援施設退所後の
定住先における
日本語教育支援

日本語教育相談員による指導・助言及び日本語学習教材の支援等

日本語教育の効果について半年ごとに調査を実施

難

民

申

請

日本語教育プログラム（572時間）
日本への定住に必要とされる

最低限の基礎日本語能力の習得
○6か月コース
（1日6コマ，昼間開講，前後期に分けて実施)

○1年コース（1日3コマ夜間開講）

難
民
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定
（
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務
省

）日本語教育相談員による指導・助言及び日本語学習教材の支援等
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条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育
（平成２５年度予算額 ３４百万円）

平成２６年度予算額 ４０百万円

今後の受入れ体制等の検討に資するため，第三国定住難民の定住後の実
態についてインドシナ・条約難民との比較を含めた調査・研究を実施する

定住後の第三国定住難民の日本語能力及び日本語学習実態調査）

パイロット事業期間は，
平成２６年度末まで

難民対策連絡調整会議



【目的】
カリキュラム案等を活用する能力の向上及び日本語教育に対する理解の増進

【参加者】
日本語指導者等

【開催場所】
例年開催している東京に新たに全国３地域（福島・大阪・熊本）を加え実施

【参加者数】
東京は約500名。ほかの３地域は各約100名

【主な内容】
・ハンドブックの解説
・カリキュラム案等を活用するための演習
・カリキュラム案等を活用した取組の事例発表

【目的】
日本語教育施策の企画立案能力の向上

【参加者】
自治体の日本語教育担当者

【開催場所】
東京（８月１日）

【参加者数】
約80名

【主な内容】
・日本語教育施策の企画・立案に係る演習
・ハンドブックの解説

・平成２年の改正出入国管理及び難民認定法の施行以降，
在留外国人は平成２年末の約１０８万人から平成２５年
末の約２０７万人，平成２年に約６万人だった日本語学
習者数は，平成２５年には約１６万人となり，日常生活
を送る上で必要な日本語を学習する外国人が増加。

・文化庁では特に「生活者としての外国人」にとって必要
な日本語教育を推進するため，文化審議会国語分科会に
おいて
①「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な
カリキュラム案について」（平成２２年５月）

②「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な
カリキュラム案 活用のためのガイドブック」（平成２３年１月）

③「「生活者としての外国人」に対する日本語教育の標準的な
カリキュラム案教材例集」（平成２４年１月）

④「「生活者としての外国人」に対する日本語教育における
日本語能力評価について」（平成２４年１月）

⑤「「生活者としての外国人」に対する日本語教育における
指導力評価について」（平成２５年２月）

を取りまとめた。

・日本語教育小委員会に設置された「課題整理に関する
ワーキンググループ」において
「日本語教育に向けた基本的な考え方と論点の整理について
（報告）」（平成２５年２月）

を取りまとめた。

・平成２５年度は11の論点について広く意見収集を行い，

「日本語教育の推進に当たっての主な論点に関する意見の
整理について（報告）」（平成２６年１月）

を取りまとめた。

事業の経緯・目的 日本語教育研究協議会

都道府県・市区町村等日本語教育担当者研修

日本語教育研究協議会等の開催

地域における日本語教育協議会

【目的】
各地の日本語教育に関する取組の状況及び課題等の共有

【参加者】
都道府県及び市区町村（地域国際化協会を含む）の日本語教育担当者

【開催場所】
全国を４ブロックに分け，福島・東京・大阪・熊本で開催

【主な内容】
・各地の日本語教育に関する課題についての情報共有及び検討

（平成2５年度予算額 ９百万円）
平成2６年度予算額 ５百万円

省庁連携日本語教育基盤整備事業 （平成２５年度予算額 ４百万円）

平成２６年度予算額 ４百万円

○政府においては，関係府省が，外国人政策の観点からそれぞれの目的に応じて日本語教育に関連する施策を推進。
○日本語教育に関する具体的な事業は，関係府省の様々な関係機関等が，その目的等に応じ，主として対象者別に実施。
○全体としての日本語教育施策･事業が必ずしも効果的･効率的に推進されていないという指摘がなされており，日本語教育を総合的に推進していく体制
を整備する必要がある。

背
景

○日本語教育推進会議
・関係府省及び関係機関等が集まり，日本語教育に関する具体的な取組の現状･課題を把握するとともに，情報交換等を行う。
【平成24年1月23日(第1回)，平成24年3月12日(第2回)，平成24年9月21日(第3回)，平成25年9月25日(第4回)開催，平成26年9月24日(第5回)(予定)】

○日本語教育コンテンツ共有化推進事業

・日本語教育に関する各種コンテンツ（教材，論文，報告書，団
体・人材情報等）を共有し，①信頼性のある情報を，②確実
に，かつ③効率的に探し出し，活用できる仕組みを構築。
（平成25年4月1日運用開始 http://www.nihongo-ews.jp/）

・日本語教育に関するコンテンツを収集し，更なる充実を図る。

日本語教育を総合的に推進していく体制の基盤を構築するため，関係府省及び関係
機関等が情報交換等を行う日本語教育推進会議を開催。加えて，関係機関等が独自
に作成している教材等のコンテンツを共有するための，日本語教育コンテンツ共有
システムを着実に運用する。 日本語教育

推進会議
ＮＥＷＳ


